
 

                          

Press Release  

 

 

報道関係者 各位 

 

 

  
 

 

「未届の有料老人ホームに該当しうる施設に対する 
指導状況等におけるフォローアップ調査（第 2回）」結果 

 
 

 

厚生労働省では、一昨年に続き第２回目の「未届の有料老人ホームに該当しうる施

設に対する指導状況等のフォローアップ調査」を実施し、このほどその結果を取りま

とめましたので発表します。 

 

本調査は、老人福祉法で施設名称や管理者などを届け出ることを義務付けられてい

る有料老人ホームに該当しながら、届出が行われていない施設への指導状況について、

都道府県から報告があった件数をまとめたものです。その結果、平成 22 年 10 月 31 日

時点で全国の「未届の有料老人ホームに該当しうる施設」の数は 248 件と、第１回目

の調査から 141 件減尐しましたが、依然として届出を行っていない施設があることが

分かりました。 

 

調査結果から、一定程度届出が進んだものの、さらなる取組を徹底する必要がある

ことが判明したため、各都道府県に対して、 

１）関係部局や市区町村と連携して未届の有料老人ホームの届出促進や指導の徹底

を図ること 

２）防火・避難安全性の確保のための部局間連携体制を構築すること 

といった内容の通知を出し、さらなる指導を要請します。 

 

なお本調査については、本年 10 月末時点における第３回フォローアップを実施する

予定です。 

※これまでの主な指導の事例と県別の件数は次頁(参考)を参照 
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１．未届の有料老人ホームに該当しうる施設の届出に係る指導状況について 

 

※１ 「有料老人ホームに該当しうる施設」には、現在実態把握中のものを含む。 

※２ 「非該当等」と判断されたものは、その後の実態把握の結果、食事等のサービスを提供して 

いなかったものや、入居者がなく運営の実態そのものがなかったもの、など。 
 

 

２．有料老人ホームに該当しうる施設の入居者処遇等に係る指導状況について 

 

 

 

（参考）入居者の処遇等に関する指導の主な事例数  

   

  ○一部屋に複数人が生活しているため、個室化などによりプライバシーを確保 

するよう指導（11） 

  ○居室の面積が狭いため、生活に必要なスペースを確保するよう指導（７） 

  ○夜間に人員が配置されていないなどの不備があるため、緊急時に対応可能な体

制を確保するよう指導（２） 

  ○廊下が狭く、車椅子での移動に支障をきたすため、改善を指導（３） 

  ○行動制限は、緊急やむを得ない場合に限定し、その記録を保存するように指導

（３） 

  ○入居一時金の保全措置を講じるよう指導（３） 等 
 

※カッコ内は指導した都道府県数 

 件 数 割 合 

平成 21 年 10 月 31 日時点の未届の有料老人ホームに

該当しうる施設数 
 389 件 ― 

平成 21年 11 月 1 日以降に把握した未届の有料老人ホ

ームに該当しうる施設数 
  59 件 ― 

有料老人ホーム非該当等   34 件 ― 

有料老人ホームに該当しうる施設数  414 件 100.0% 

 
平成 22 年 10 月 31 日まで届出済  166 件  40.1% 

平成 22 年 10 月 31 日まで未届  248 件  59.9% 

 

 
件 数 

入居者の処遇等

に係る指導 

有料老人ホームに該当しうる施設数   414 件  107 件 

 
平成 22年 10 月 31 日まで届出済   166 件   64 件 

平成 22年 10 月 31 日まで未届   248 件   43 件 



未届の有料老人ホームに該当しうる施設の届出、入居者処遇等に係る指導状況について

入居者処遇
等に係る指
導件数

入居者処遇等
に係る指導件数

入居者処遇等
に係る指導件数

1 北海道 207 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 青森県 141 13 1 0 14 13 10 10 4 3

3 岩手県 87 1 2 0 3 0 0 0 3 0

4 宮城県 81 0 3 0 3 0 0 0 3 0

5 秋田県 34 5 0 0 5 0 2 0 3 0

6 山形県 88 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 福島県 90 2 0 0 2 1 2 1 0 0

8 茨城県 51 9 1 1 9 0 1 0 8 0

9 栃木県 41 4 0 0 4 1 1 1 3 0

10 群馬県 124 19 2 2 19 12 12 12 7 0

11 埼玉県 237 3 6 0 9 3 3 3 6 0

12 千葉県 264 33 0 3 30 2 5 0 25 2

13 東京都 485 44 7 3 48 39 11 10 37 29

14 神奈川県 460 61 0 4 57 12 12 12 45 0

15 新潟県 79 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16 富山県 23 1 0 0 1 0 1 0 0 0

17 石川県 32 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18 福井県 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 山梨県 10 2 1 0 3 2 0 0 3 2

20 長野県 116 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21 岐阜県 55 0 2 0 2 0 0 0 2 0

22 静岡県 108 9 2 0 11 0 2 0 9 0

23 愛知県 274 9 0 0 9 0 3 0 6 0

24 三重県 98 7 4 1 10 3 5 3 5 0

25 滋賀県 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 京都府 27 2 0 0 2 2 1 1 1 1

27 大阪府 364 71 3 8 66 0 46 0 20 0

28 兵庫県 131 5 1 1 5 4 1 1 4 3

29 奈良県 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30 和歌山県 26 1 14 1 14 0 0 0 14 0

31 鳥取県 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32 島根県 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33 岡山県 122 17 1 6 12 3 10 3 2 0

34 広島県 88 4 0 0 4 0 4 0 0 0

35 山口県 107 0 0 0 0 0 0 0 0 0

36 徳島県 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37 香川県 71 1 0 0 1 1 1 1 0 0

38 愛媛県 75 10 0 1 9 2 1 0 8 2

39 高知県 38 5 0 0 5 0 4 0 1 0

40 福岡県 377 27 1 1 27 3 16 3 11 0

41 佐賀県 44 5 0 0 5 0 2 0 3 0

42 長崎県 103 0 1 0 1 0 0 0 1 0

43 熊本県 193 1 0 0 1 1 1 1 0 0

44 大分県 184 0 0 0 0 0 0 0 0 0

45 宮崎県 125 0 1 0 1 0 0 0 1 0

46 鹿児島県 116 0 0 0 0 0 0 0 0 0

47 沖縄県 201 18 6 2 22 3 9 2 13 1

合　　計 5,718 389 59 34 414 107 166 64 248 43

都道府県
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出済施設数
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調査対象施設数

届出、入居者処遇等に係る指導状況

平成21年10
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施設数

有料老人
ホーム非該
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　　有料老人ホームに該当しうる施設数
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平成22年10月31日まで未
届
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